
（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
令和元年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

93% 113% 116%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
令和元年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

首都直下地震対策特別措置法第５条第１項

主要政策・施策

達成度 ％

41.5

大企業ほぼすべてがＢＣＰ
を策定する。(2年度)

実施方法

定量的な成果目標

平成29年度

％

社会全体としての事業継続体制の構築推進経費 担当部局庁 政策統括官（防災担当） 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
参事官（事業継続担当）
参事官（防災計画担当）

山田　剛士
小玉　典彦

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

○中央省庁における業務継続体制を確保するため、各府省等の業務継続計画に係る有識者による評価等を行う。
○地方公共団体の業務継続体制の確保に係る取組を推進するため、地方公共団体における取組方策の調査、分析、課題及び対応策の検討を行う。
○民間企業・団体の事業継続の取組を促進するため、民間企業・団体の事業継続体制に関する実態調査、ＢＣＭ（事業継続マネジメント）の目的を共有化
する評価指標の開発・検討、並びに事業継続に関する企業間等での連携訓練及び協定促進の検討を行う。
○民間企業等の災害リスクマネジメント力向上の促進に資する調査・検討を行う。

-

41.7

- -

-

大企業のＢＣＰの策定割合
（実績は隔年調査）

-

％

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

32.9

--

38.6

平成26年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

本事業は、首都直下地震をはじめとする大規模災害の発生に備え、大規模災害時における国民経済及び国民生活への影響を最小化するため、官民が連
携した社会全体としての事業継続体制の構築に取り組む。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

令和2年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

41.7 41.5 32.9 33.2 58.9

47.1 38.1

執行率（％） 93% 113% 116%

中堅企業50％がＢＣＰを策
定する。(2年度)

中堅企業のＢＣＰの策定割
合
（実績は隔年調査）

成果実績 ％

目標値

100

-

- - - - -

- 50

防災基本計画、首都直下地震緊急対策推進基本計画、政府
業務継続計画（首都直下地震対策）、各府省等・地方公共団
体の業務継続計画、民間企業における事業継続計画　等

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

- -

-

- 68.4

-

- -

-

-

-

33.2 58.9

関係する
計画、通知等

達成度

64

-

-

年度 年度2

2 年度
平成29年度 30年度 令和元年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

31.8 - 34.4 -

- - -

33.2

計

事業番号 　 0054

33.2 58.9

国土強靱化施策

2年度当初予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

災害関係調査費

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新型コロナウイルス対策関連要望額」25.9

3年度要求

58.9



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
令和元年度及び令和２年度の省庁業務継続計画の評価事務について（内閣府　R2.5.15）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

29年度：地方公共団体における業務継続計画策定状況の調査結果（総務省消防庁　H29.12.１）
30年度：地方公共団体における業務継続計画策定状況の調査結果（総務省消防庁　H30.12.26）
元年度：地方公共団体における業務継続計画策定状況の調査結果（総務省消防庁　R1.12.26）
目標最終年度：首都直下地震緊急対策推進基本計画

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

29年度：地方公共団体における業務継続計画策定状況の調査結果（総務省消防庁　H29.12.１）
30年度：地方公共団体における業務継続計画策定状況の調査結果（総務省消防庁　H30.12.26）
元年度：地方公共団体における業務継続計画策定状況の調査結果（総務省消防庁　R1.12.26）
目標最終年度：南海トラフ地震防災対策推進基本計画

5

2年度
活動見込

3年度
活動見込

- -

2年度
活動見込

3年度
活動見込

21 21

2年度
活動見込

3年度
活動見込

5

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

30年度

1 1 1

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

定量的な成果目標

成果指標

回

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

民間企業等の災害リスクマネジメント力向上の促進に資
する指標等に関する調査等の実施

活動実績

回

計算式 　　/

単位

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

-

単位

％

％

地方公共団体のＢＣＰの策
定割合

成果実績

目標値 ％

2年度
活動見込

1 1

- - -

21 21 21

平成29年度

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

5 5

百万円

活動実績 府省

当初見込み 府省

5 5 5

30年度

30年度 令和元年度

21 21 21

-

％

民間企業評価指標等の検討

内閣府が策定した省庁業
務継続計画の評価手法等
に基づく21府省等の業務継
続計画の評価結果のフィー
ドバック実施率100％

活動指標

8.2

南海トラフ地震防災対策推
進地域の全ての地方公共
団体におけるＢＣＰ策定率
100％

地方公共団体のＢＣＰの策
定割合

成果実績

-

-

回

41/4

内閣府が策定した省庁業務継続計画の評価手法等に
基づき、有識者等による指定行政機関である府省等の
業務継続計画の評価を実施

33/4

5

2年度活動見込

11 10

首都直下地震緊急対策区
域の全ての地方公共団体
におけるＢＣＰ策定率100％

府省

100

- -

成果指標

府省

達成度 ％

目標値

成果指標 30年度

21府省等の業務継続計画
の評価結果のフィードバッ
ク状況

成果実績
成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

2

％

目標値

単位

契約(予算)額／契約件数

単位当たり
コスト

令和元年度
中間目標

100100

単位 平成29年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

％

単位

- - -

回

当初見込み

地方公共団体を対象としたBCP策定研修会等の実施
活動実績 回

当初見込み 回

平成29年度 令和元年度

42/4

1 1 1

30年度

33/4

目標最終年度

21 21 21 - 21

年度

2 年度

年度

65 83 91 -

-

年度

21 21 21 -

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 100

- - - - -

-

中間目標 目標最終年度

年度

-

- -

平成29年度 30年度 令和元年度

74 90 94

-

-100

平成29年度 30年度 令和元年度

平成29年度

3年度
活動見込

8.3

平成29年度

令和元年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

100

目標年度

年度

100 -100 100

％ 74

単位 平成29年度 30年度

100 -

目標値 ％

令和元年度
中間目標

30年度 令和元年度

94 -

-

64 - 64.8 -

目標値 ％ -

％実績値

-

年度

定量的指標
年度

％ -

100

50

- 100

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

90

定量的指標 単位 平成29年度

企業における事業継続の取組に関する実態調査（中堅
企業：ＢＣＰ策定済率）

- -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により、首都直下地震をはじめとする大規模災害発生時における行政機関・企業の業務継続体制が強化され、防災行政の総合的推進がなさ
れた。

定量的指標

100

- -

年度年度

中間目標 目標年度
平成29年度

実績値 ％ 100

単位

31.8

-

目標年度

年度 年度

- 100目標値 ％

年度

中間目標

令和元年度
中間目標 目標年度

- 34.4

中間目標 目標年度

目標値

各府省庁の業務継続計画の見直し及び評価の状況

- -

企業における事業継続の取組に関する実態調査（大企
業：ＢＣＰ策定済率）

実績値 ％

施策 施策⑤：防災行政の総合的推進

政策 政策９：防災行政の推進

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

測
定
指
標

％ 65 83 91 -

-

地方公共団体における業務継続計画の策定率
（首都直下地震緊急対策区域内）

実績値

年度

目標値 ％ - - -

年度

地方公共団体における業務継続計画の策定率
（南海トラフ地震防災対策推進地域内）

実績値

30年度



事業番号 事業名所管府省名

○

政府、地方公共団体及び民間企業等を含む社会全体として
の事業継続体制の構築を図ることが極めて重要であるた
め、国において最優先で実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

首都直下地震をはじめとする大規模災害が発生しても、業務
を円滑に継続するための対応方針等を定め、行政中枢機能
等の維持を図ることは広く国民のニーズがある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

・成果目標で設定している地方公共団体のＢＣＰの策定率を調査等により把握し、向上させる必要があるため、引き続き、調査等により策定率
の把握に努めるとともに、地方公共団体を対象としたＢＣＰ策定研修会の実施等に取り組む。
・成果目標で設定している大企業・中堅企業のＢＣＰの策定率を調査等により把握し、向上させる必要があるため、引き続き、調査等により策定
率の把握に努めるとともに、実態調査を通じた普及・啓発等に取り組む。
・また、予算執行については、引き続き競争性を確保した契約を行い、効率的な予算執行に取り組む。

・首都直下地震緊急対策区域内及び南海トラフ地震防災対策推進地域内の市町村におけるＢＣＰ策定率については継続的な向上が見られる
ことから、引き続き策定率向上に向け研修会を行うなど適切に事業を推進する必要がある。
・民間企業等のＢＣＰについては、今後とも最新の調査データに基づき現状を把握しつつ、策定率向上に向け、適切に事業を推進するものとす
る。
・また、予算執行は一般競争入札を行い競争性を確保して適正に行っている。

○

既に策定されている地方公共団体、民間企業のＢＣＰは、大
規模災害時に国民経済及び国民生活への影響を最小化す
るため活用されるものである。また、中央省庁の業務継続に
ついては、有識者等による評価を踏まえ、大規模災害時によ
り効果を発揮されるよう改善される予定である。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

契約業者の選定は、一般競争入札・総合評価方式により
行っており競争性は確保されている。
結果的に１社応札となってしまったものもあるが、引き続き分
かり易い仕様内容及び入札期間などに配慮し、改善を図る。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

首都直下地震をはじめとする大規模災害が発生しても、業務
を円滑に継続するための対応方針等を定め、行政中枢機能
等の維持を図ることは、防災行政の推進の達成のために必
要であり優先度が高い。

過去の調査業務実績を参考にして作成した予定価格以内で
の落札となっており、コスト水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業内容を継続的に見直すこと等により、真に必要な費用の
みを計上し、コスト削減や効率化を図っている。

地方公共団体においてはＢＣＰ策定率が着実に向上してお
り、また、民間企業のＢＣＰ策定率向上という長期的目標達
成に向け、事業を推進しているところである。中央省庁の業
務継続体制については、内閣府が策定した省庁業務継続計
画の評価手法等に基づき、有識者等による省庁業務継続計
画の評価を実施しているところであり、評価結果を踏まえ、引
続き、有識者等による省庁業務継続計画の評価を実施する
予定である。

○

各種検討業務に必要な民間企業への請負経費（雑役務費）
に限定されている。

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みどおり十分な活動がなされている。

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

国土強靱化の計画そのものが「政策」としてみると出来が良く、分かりやすかったため、このレビューシートも理解しやすいものになっているのは評価できる。活動
実績、実績値も丁寧に記入されており、分かりやすい。外部有識者点検対象理由に「前回点検から５年」とあるが、前回の点検と照らし合わせ、今後の展望も考え
てみたらどうか。もちろん、コロナ禍の経験もふまえて。

有識者の所見も踏まえ、今後の展望について検討するとともに、引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

有識者の所見も踏まえつつ、引き続き、効果的・効率的な事業の実施に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成29年度 0047

0069、新24-0018 平成25年度 新26-0002

平成26年度 新26-0007 平成27年度 0053 平成28年度 0047

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成31年度 内閣府 0055

内閣府

３８百万円

請負【一般競争入札
（最低価格）】 Ａ．東京海上日動リスクコンサルティング（株）

１０百万円

請負【一般競争入札
（総合評価）】 B．東京海上日動リスクコンサルティング（株）

７百万円

 

請負【一般競争入札
（総合評価）】 C．（一財）関西情報センター

１３百万円

請負【一般競争入札
（総合評価）】 D．（株）東京商工リサーチ

８百万円

平成30年度 0048

省庁業務継続計画の評価に係る調査・検
討業務等

令和元年度事業継続マネジメントを通じた

企業防災力の向上に関する調査・検討業

企業の事業継続計画の策定促進に関する

調査・支援業務

災害リスクマネジメント促進に係る調査・検

討業務等



　チェック

7.2

A.東京海上日動リスクコンサルティング（株）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） 8.3

金　額
(百万円）

災害リスクマネジメント促進に係わる調査・
検討業務等

使　途

雑役務費

Ｂ.東京海上日動リスクコンサルティング（株）
金　額

(百万円）

9.9

費　目 使　途

計 9.9 計 7.2

雑役務費
省庁業務継続計画の評価に係る調査・検
討業務等

12.8 雑役務費
令和元年度事業継続マネジメントを通じた
企業防災力の向上に関する調査・検討業

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

雑役務費
企業の事業継続計画の策定促進に関する
調査・支援業務

費　目

C.（一財）関西情報センター D.（株）東京商工リサーチ

費　目 使　途

計 12.8 計 8.3

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

（株）東京商工リサー
チ

5010001134287

令和元年度事業継続マネ
ジメントを通じた企業防災
力の向上に関する調査・検
討業務

8.3
一般競争契約
（総合評価）

1 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京海上日動リスク
コンサルティング
（株）

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

指名競争契約
（最低価格）

3 -

法　人　番　号

7010001079695 9.9

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

企業の事業継続計画の策
定促進に関する調査・支援
業務

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京海上日動リスク
コンサルティング
（株）

7010001079695
災害リスクマネジメント促進
に係る調査・検討業務等

7.2
一般競争契約
（総合評価）

1

1
（一財）関西情報セン
ター

5120005015290
省庁業務継続計画の評価
に係る調査・検討業務等

12.8
一般競争契約
（総合評価）

3 -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要
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